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１、インターネット投票の基礎知識（概略）
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（１）投票率の推移（国政）

（総務省「目で見る投票率」より）



（１）投票率の推移（地方）

（総務省「目で見る投票率」より）
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１、インターネット投票の基礎知識（概略）
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１、インターネット投票の基礎知識（概略）
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（２）投票率の推移（年代別）

・20歳代がもっとも低い

・10歳代の投票率も低迷

（総務省HPより



（３）棄権の理由

◆ 無関心が20.4%でトップ

◆ 投票先がない・違いが分からない、

諦めといった理由も多い

◆ 投票意欲の有無は不明だが、

投票に「行けなかった」理由として

・仕事があったから 18.9%

・体調がすぐれなかったから 11.9%

・重要な用事があったから 8.9%

ほかに天候や投票所の遠さなど

（総務省「目で見る投票率」より）
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１、インターネット投票の基礎知識（概略）
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１、インターネット投票の基礎知識（概略）
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（４）期日前投票などの利用状況

◆ 期日前投票の増加（衆院選）

2014年1300万人→2017年2100万人

参院選でも1600-1700万人で推移

投票する人の約3分の1が利用

◆ 郵便投票の利用者は約2万人

◆ 在外投票の利用者も約2万人

◆ 洋上投票の利用者は72人

（過去10年の国政選挙では100人前後）

（総務省「目で見る投票率」より）



（５）投票所の数と距離と投票率

◆投票所までの距離（時間）が長いほど

投票率は下がる

◆ 投票所まで10分未満の人は、

当日投票する割合が多い

◆ 投票所まで10分以上かかる人は、

約半数が期日前投票を利用する

◆投票所の数は減少していく

投票所の統廃合の理由には、

財政難や人口減少、市町村合併のほかに、

期日前投票の利用拡大などが挙げられる

（（公財）明るい選挙推進協会「第48回衆議院議員総選挙全国意識調査」より」）
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１、インターネット投票の基礎知識（概略）
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（６）在外邦人の投票について

◆ 日本国外に住む18歳以上の日本人は、およそ108万人（2019年）、

うち約10万人が有権者登録し、そのうち約2万人が投票。

投票者数

約2万人

有権者数

約10万人

18歳以上

約108万人

在外邦人 約140万人

名目投票率 20%

実質投票率 2%

１、インターネット投票の基礎知識（概略）



（７）投票率向上の施策

◆ネット投票の導入がトップ

◆拡大傾向の「選挙割」

◆ネット投票への期待値は、

男性56%：女性63%

年代別では若年層よりも

中高年が高く、

トップは50代の66.7%

（2020年10月「政治山調査」より）

9

１、インターネット投票の基礎知識（概略）
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１、インターネット投票の基礎知識（概略）

© 2022 VOTE FOR,INC.

（８）紙の投票とインターネット投票の主な比較

比較項目 紙の投票 インターネット投票

投票の利便性 低い 高い

不正投票のリスク やや低い やや高い

投票の秘密の保全性 やや高い やや低い

開票の迅速性 低い 高い

集計の正確性 やや高い 高い

選挙実施にかかる費用 高い 低い

選挙実施に必要な人員 多い 少ない

投票結果の保全性 やや高い やや低い
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２、インターネット投票の課題
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（１）インターネット投票の主な課題

公職選挙法や電磁記録投票法、マイナンバー関連法制等の整備
（投票の秘密、一人一票、投票日投票所投票主義、自書、立会人等）

法制度の要請（各種要件・仕様）に対応したシステムの構築

不正投票（なりすまし等）や不正アクセス（サーバー攻撃等）対策
電力やネットワークの安定供給と遮断時（停電等）の対応

選挙人＝投票する人にとって、誰にも使いやすい設計（UI・UX）
管理者＝運営する人にとって、実運用に耐える制度とシステム
選挙の公正性とシステムの安全性の担保、透明性と説明責任

法制度
の課題

技術面
の課題

運用面
の課題
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２、インターネット投票の課題
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（２）なりすましや買収、強要等の不正投票の防止

◆ 紙の投票でもトラブルは絶えないが、ネット投票の場合は、受付の職員や

立会人がいないため、より厳正な本人確認・個人認証が必要。

◆ 同様の理由から、買収や強要を防ぐ手立ても必要。

→強要されたとしても後からやり直し投票を可能とする方法や、
webカメラを用いたオンライン監視、バイタルチェックなども検討視野に。
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２、インターネット投票の課題
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（３）投票の秘密と選挙の公正性

◆ 「誰が」、「誰に」投票したのか、紙の場合は投票箱に投票用紙を投じた瞬間に

2つの情報は切り離される（と解されているが、指紋等から追跡することは可能）。

ネット投票では、2つの情報を切り分けたり暗号化することで投票の秘密を守る。

◆ 選挙の公正性について、紙の投票では、誰も自身の投票が正しく集計されたことを

確認することはできないが、ネット投票では、投票の秘密を損なわずに、選挙人は

自らの投票内容を確認することができる。

誰が 誰に
投票の
秘密
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２、インターネット投票の課題
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（４）個人情報漏えいやデータ改ざん等サイバーセキュリティ

◆ 紙の投票では施錠された投票箱を施錠可能な部屋で管理、鍵は管理者が管理する。

ネット投票では投票データを暗号化したり、ブロックチェーン技術などを活用を想定。

（回線、端末、IDパスワード等で制御、障害や検証に備えてバックアップも用意）

◆ 紙の投票でも正確に集計されないケースはあるが、ネット投票では、サイバー攻撃などに

より大規模な誤集計（偽集計）が発生するリスクが考えられる。

不正アクセス防止に加えて事後検証可能なシステム作り、
さらに専門性と客観性を持った監視機関の設置が必要。

（内部の人が不正できないように）
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２、インターネット投票の課題
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（５）フェイクニュースや偽サイトによる情報の錯誤

◆ ネット投票においては、フェイクニュースや偽サイトへの誘導にもさらなる注意が必要。

偏った情報や誤った情報、意図的に作られた偽情報をもとに投票先を決めたり、

投票したつもりができていなかったりといったことがないように、

管理者と候補者、投票する選挙人それぞれのリテラシ向上が必要。

◆ 報道するメディアや意見を交換したり拡散するSNS等のプラットフォーム事業者にも、

意思決定や判断基準の透明化、共通したルール作りが必要。



（１）自治体における実証実験や社会実装について
◆ 2002年の電磁記録投票法施行以来、岡山県新見市や京都市など10自治体で電子投票

（投票所内で電子機器を用いた投票）が実施されたが、システム不具合により選挙無効

となった「可児ショック」や海老名市のトラブル、国政選挙への導入に繋がらなかったことに

より利用は広がらず、2016年青森県六戸町議補選を最後に現在は行われていない。

◆ 総務省は、在外投票への導入やタブレット端末等を用いた新たな電子投票を検討中。

（左：六戸町の開票所の様子、中央：記録媒体、右：電子投票機器）
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３、日本国内の取り組み状況
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（２）自治体における実証実験や社会実装について
◆ 茨城県つくば市では、公職選挙を見据えたインターネット投票システムの実証を市の政策

コンテストで実施。マイナンバーカードや顔認証システム、デジタルIDによる個人認証と、

ブロックチェーン技術を用いた投票システムの実証実験を行った。

（左から、投票選択画面、パスワード入力画面、五十嵐立青つくば市長投票の様子）
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３、日本国内の取り組み状況
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４、つくば市における取り組み
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2018年
(平成30年度)

2019年
(令和元年度)

2020年
(令和2年度)

投票時の本人
認証方法

マイナンバーカードの電子証明
書の署名用パスワード
（英数字6～16桁）を利用。

数字4桁の利用者証明用パス

ワードを利用。マイナンバーカー
ド内蔵のICチップ内本人画像情

報と、同カードを持参した本人画
像を照合する顔認証技術を採用。

マイナンバーカードと連携可能な
デジタルIDアプリ「xID」による
個人認証を採用。

投票場所
市庁舎に設置された投票所のみ。 ICカードリーダーに接続可能で

webカメラを備えたWindows端末
がある場所。

個人が所持しているPC・スマート
フォン
※スマートフォンは必須

投票データの
保持方法

ブロックチェーン(Ethereum)
※ノードは3つ

ブロックチェーン(Hyperledger 
Fabric) ※ノードは3つ

暗号化したデータベース内

課題

・署名用パスワードの利用率・認
識率の低さにより、投票前の離
脱が発生した。
・投票場所と時間が限定された。

・端末設定に手間がかかるうえ、
ICカードリーダーが必要なため、
投票数は伸び悩んだ。

・デジタルIDアプリと投票用ペー

ジの連携・画面遷移をより円滑に
行う必要がある。

（１）2018-2020年 ３か年の実証の主な仕様と課題
◆ 2018年から2020年までの3か年の実証の成果を元に、実証・実装のフィールを広げる

とともに、さらなる知見を蓄え、公職選挙におけるインターネット投票の実装を目指す。
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４、つくば市における取り組み
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（２）2021年 市民意見募集システムの主な仕様

◆ 「つくば市科学技術・イノベーション振興指針策定に向けた調査」において、公職選挙に応用

可能なデータの秘密性と非改ざん性を備えた市民意見募集システムを構築した。
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４、つくば市における取り組み
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（３）2021年 つくば市内学校の生徒会選挙でネット投票を実施

◆ 茨城県立並木中等教育学校 6学年（約900人）のうち1学年（160人）がネット投票を体験。

選挙前にはつくば市と文科省、民間企業が連携して、3回にわたって主権者教育の授業を

実施した。

◆ 茗溪学園 6学年（約1500人）全員がネット投票を体験。

つくば市と筑波大学、民間企業が協力して、

立会演説会の前後2回投票を受け付け、

立会演説会が投票行動に及ぼす影響等の

効果測定を実施した。
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４、つくば市における取り組み
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（４）2021年 スーパーシティの提案
◆ 内閣府スーパーシティの文脈でインターネット投票を実施するために必要な規制緩和を要望

－投票所での投票、自書、立会等

◆ スーパーシティ対象自治体の選定が鈍化する中、スマートシティの取り組みとしても継続中。

→2022年4月、スーパーシティに選定、

特区WGでも重要テーマの一つとして

議論・検討が進んでいる。
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４、つくば市における取り組み
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４、つくば市における取り組み
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内閣府「先端的サービスの開発・構築等に関する調査事業」に採択
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４、つくば市における取り組み
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５、民主主義の根幹を支える「投票機会の平等」
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（１）ネット投票が実現する平等な投票環境
◆ 在外邦人や山間部、島しょ部に住む人と、

都市部に住む人の移動コストが平等になり、

選挙期間＝投票可能期間が平等となる

（右：陸上自衛隊第15旅団FBページより）

◆ 足に障害のある人や介護や育児で家を空けられない人も投票所に行かなくて済む。

◆ 読み書きに支障のある人も、代理投票を使わず投票の秘密を守ることができる。

◆ 投票所入場受付時の本人確認による個人情報の漏えいや

アウティング等を避けることができる。



26

５、民主主義の根幹を支える「投票機会の平等」
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（２）SDGsやESGの視点から考えるインターネット投票
◆ 17のゴールのうち少なくとも5つに該当、SDGs推進本部が定めた5つの実施原則（普遍性・
包摂性・参画型・統合型・透明性と説明責任）にも適合

5．ジェンダー平等を実現しよう（ジェンダー）

9．産業と技術革新の基盤をつくろう（イノベーション）

10．人や国の不平等をなくそう（不平等）

12．つくる責任 つかう責任（生産・消費）

16．平和と公正をすべての人に（平和）
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終わりに
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ご清聴ありがとうございました。


